
 

 

訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金交付要綱(案) (抄) 

 

平成３０年 ６月２５日 観観振第 ２６号 

一部改正 令和 ２年 ６月２２日 観観振第 ５８号 

一部改正 令和 ２年１０月３０日 観観振第１５７号 

一部改正 令和 ３年 ３月３１日 観観振第２８４号 

一部改正 令和 ３年 ４月２０日 観観振第 ４０号 

一部改正 令和 ３年 ４月３０日 観観振第 ４９号 

一部改正 令和 ３年 ５月１４日 観観産第 １４号 

一部改正 令和 ３年 ７月 ９日 観観振第１１９号 

観観産第 ７９号 

一部改正 令和 ３年 ９月３０日 観観振第１６４号 

観観産第１８８号 

一部改正 令和 ３年１１月２５日 観観振第２０２号 

観観産第２２２号 

一部改正 令和 ４年 １月１８日 観観振第２２０号 

観観産第２５１号 

観 参第５７６号 

一部改正 令和 ４年 １月１９日 観観振第２３１号 

一部改正 令和 ４年 １月２５日 観観振第２３３号 

一部改正 令和 ４年 １月３１日 国海内第２４９号 

国海外第３６２号 

国港総第５８６号 

観観振第２３６号 

観観資第１７３号 

一部改正 令和 ４年 ２月１８日 観観産第３９５号 

一部改正 令和 ４年 ３月 ２日 観観振第２５９号 

一部改正 令和 ４年 ３月２２日 観観振第２６５号 

一部改正 令和 ４年 ３月２５日 観観振第２９４号 

一部改正 令和 ４年 ４月２０日 観観振第 ３０号 

一部改正 令和 ４年 ５月１１日 観観振第 ３８号 

観観産第１１３号 

観 参第 ９４号 

一部改正 令和 ４年 ５月２０日 観観振第 ４１号 

一部改正 令和 ４年 ６月２１日 観観振第 ６８号 

一部改正 令和 ４年 ７月１４日 観観振第 ７３号 

一部改正 令和 ４年 ８月２５日 観観振第 ８７号 

一部改正 令和 ４年 ９月２８日 観観振第 ９６号 

一部改正 令和 ４年１２月１２日 国海外第２８０号 

国海内第１９５号 

国港総第５００号 

観観振第１４０号 

観国観第 ９９号 

観観資第１７８号 

観観産第３５７号 



観 参第５４５号 

一部改正 令和 ４年１２月１３日 観観振第１４４号 

一部改正 令和 ５年 ２月１７日 観観振第２０５号 

一部改正 令和 ５年 ３月 ８日 観観振第２２２号 

一部改正 令和 ５年 ３月２４日 観観振第２４２号 

一部改正 令和 ５年 ４月２７日 観観振第 ３６号 

 

 

（通則） 

第１条 訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付について

は、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）及び補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」

という。）の定めによるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、広域周遊観光促進に取り組む観光地域について、当該地域で設置し

た広域周遊観光促進連絡調整会議（以下「連絡調整会議」という。）において決定された事

業計画に基づく、地方部への誘客を図りつつ訪日外国人旅行者等の広域周遊観光を促進す

るための戦略的な取組や、新型コロナウイルス感染症(ＣＯＶＩＤ－１９)（以下「感染症」

という。）拡大の影響により旅行需要が落ち込んでいる中、地域的な感染の拡がりを抑制し

つつ、新たな観光需要の創出を図るため、都道府県による地域の観光を支援する取組、地域

が一体となって取り組む観光地・観光産業の再生・高付加価値化を支援する取組等に要す

る経費の一部を国が補助することにより、国外等から選好される魅力ある観光地域づくり

を促進し、もって訪日外国人旅行者等の来訪及び滞在の促進による地域の活性化を図るこ

とを目的とする。 

 

（交付の対象等） 

第４条 大臣は、補助対象事業に必要な経費のうち、補助金交付の対象として大臣が認める

経費（以下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内において補助対象事業者に

対し補助金を交付する。ただし、別紙１の２「暴力団排除に関する誓約事項」に記載されて

いる事項に該当する者については、本補助金の交付対象としない。 

 

第１３編 観光再始動事業 

 

（補助金交付申請） 

第１２６条 適正化法第５条及び適正化法施行令第３条の規定による補助金の交付申請につ

いては、補助金の交付を受ける地方公共団体、登録 DMO、候補 DMO、民間事業者等（以下こ

の節において「交付申請者」という。）は、国土交通大臣に対し、様式第４７による交付申

請書に必要な書類を添付して提出するものとする。 

２ 前項の補助金交付申請をするに当たっては、当該補助金における消費税等仕入控除税額

を減額しなければならない。ただし、補助金交付申請時において消費税等仕入控除税額が

明らかでないものについては、この限りでない。 

 

（交付決定） 

第１２７条 国土交通大臣は、前条第１項の規定により補助金交付申請があった場合におい

て、その内容を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、適正化法第６条の規定に



基づき交付申請者に補助金の交付決定を行うものとする。 

 

（交付決定の通知） 

第１２８条 国土交通大臣は、前条の規定による補助金の交付決定を行ったときは、適正化

法第８条の規定に基づき、速やかにその交付決定の内容及びこれに条件を付した場合には

その条件を、様式第４８による交付決定通知書により交付申請者に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第１２９条 適正化法第９条第１項に規定する補助金交付申請の取下げについて、第１２７

条の交付決定を受けた交付申請者は、補助金の交付決定通知を受けた日から起算して１５

日を経過する日までに、国土交通大臣に様式第４９による申請取下書を提出するものとす

る。 

 

（申請の変更） 

第１３０条 補助対象事業者は、補助金交付の決定の通知を受けた後において、次の各号に

掲げる事由により、補助金申請書の交付申請金額を変更しようとするときは、あらかじめ

様式第５０により変更交付申請書を提出するものとする。 

一 補助対象経費総額の増加 

二 補助対象事業の内容（ただし、補助対象事業の目的等に関係がない細部の変更であると

認める場合を除く。） 

 

（交付の変更決定） 

第１３１条 国土交通大臣は、前条の規定により申請の変更があった場合において、その内

容を審査し、補助金を変更交付すべきものと認めたときは、補助対象事業者に補助金の変

更交付決定を行うものとする。 

 

（交付の変更決定の通知） 

第１３２条 国土交通大臣は、前条の規定による補助金の変更交付決定を行ったときは、速

やかにその変更交付決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を、様式第５１

による変更交付決定通知書により補助対象事業者に通知するものとする。 

 

（変更申請の取下げ） 

第１３３条 適正化法第９条第１項に規定する交付申請の取下げについて、変更交付決定を

受けた補助対象事業者は、補助金の変更交付決定通知を受けた日から起算して１５日を経

過する日までに、国土交通大臣に様式第５２による変更申請取下書を提出するものとする。 

 

（遂行状況報告） 

第１３４条 補助対象事業者は、適正化法第１２条の規定による遂行状況の報告について、

国土交通大臣から要求があった場合は、速やかに様式第５３による遂行状況報告書を提出

するものとする。 

 

（補助事業の遂行等の命令） 

第１３５条 国土交通大臣は、補助対象事業が交付決定の内容又はこれに付した条件に従っ

て遂行されていないと認めるときは、適正化法第１３条第１項の規定に基づき、補助対象

事業者にその遂行等を命ずることができる。 

２ 国土交通大臣は、補助対象事業者が前項の命令に違反したときは、適正化法第１３条第

２項の規定に基づき、補助対象事業の遂行の一時停止を命ずることができる。 



 

（実績報告） 

第１３６条 補助対象事業者は、適正化法第１４条の規定による実績報告については、事業

の完了の日から起算して１ヶ月を経過した日又は事業の完了の日が属する年度の翌年度の

４月１０日のいずれか早い期日までに、国土交通大臣に様式第５４による実績報告書を提

出して行うものとする。 

２ 補助対象事業者は、補助対象事業が完了せずに国の会計年度が終了した場合は、補助金

の交付決定をした日の属する会計年度の翌年度の４月３０日までに年度終了の実績報告と

して様式第５４による実績報告書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

３ 第１２６条第２項ただし書に該当する補助対象事業者は、第１項の実績報告書を提出す

るに当たって、当該補助金の消費税等仕入控除税額が明らかになった場合には、これを当

該補助対象事業の補助対象経費から減額して提出しなければならない。 

４ 第１２６条第２項ただし書に該当する補助対象事業者は、第１項の実績報告書を提出し

た後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金の消費税等仕入控除税額が

確定した場合には、その金額に補助率を乗じて得た金額（前項の規定により減額した補助

対象事業者については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を様式第５５の消費税

等仕入控除税額報告書により速やかに国土交通大臣に提出するとともに、これを返還しな

ければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第１３７条 国土交通大臣は、適正化法第１５条の規定に基づき、補助対象事業に係る報告

書等の審査を行うとともに、必要に応じて現地調査等を行うものとし、当該報告に係る補

助対象事業の成果が補助金の決定内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、

交付すべき補助金の額を確定し、補助対象事業者に様式第５６による交付額確定通知書を

通知するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第１３８条 国土交通大臣は、前条の規定により補助すべき補助金の額を確定した後に、補

助対象事業者に対して補助金を支払うものとする。ただし、必要があると認められる場合

は、概算払をすることができる。 

２ 補助対象事業者は、補助金の支払いを受けようとするときは、様式第５７による補助金

支払請求書又は様式第５８による補助金概算払請求書を国土交通省大臣官房会計課長に提

出しなければならない。なお、概算払は、予算決算及び会計令第５８条ただし書に基づく、

財務大臣との協議が調った日以降とする。 

 

（是正のための措置） 

第１３９条 国土交通大臣は、報告を受けた補助対象事業の成果が補助金の決定内容及びこ

れに付した条件に適合しないと認めるときは、適正化法第１６条第１項の規定に基づき、

当該補助対象事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを当該補助対象事

業者に対して命ずることができる。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１４０条 国土交通大臣は、次に掲げる場合には、適正化法第１７条第１項及び第２項の

規定に基づき、交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

一 補助対象事業者が、適正化法、適正化法施行令又は本要綱に基づく国土交通大臣の処分

若しくは指示に違反した場合 

二 補助対象事業者が、補助対象事業に関して不正、怠慢又はその他不適当な行為をした場



合 

三 補助対象事業者が、補助金を補助対象事業以外の用途に使用した場合 

四 交付の決定後生じた事情の変更等により、補助対象事業の全部又は一部を継続する必

要がなくなった場合 

五 補助対象事業者が、別紙「暴力団排除に関する誓約事項」に違反した場合 

２ 国土交通大臣は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対す

る補助金が交付されているときは、適正化法第１８条第１項の規定に基づき、期限を付し

て当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 国土交通大臣は、前項の返還を命ずる場合（第１項第４号の場合を除く。）には、適正化

法第１９条第１項の規定に基づき、その命令に係る補助金を補助対象事業者が受領した日

から納付の日までの期間に応じて年１０.９５％の割合で計算した加算金の納付を併せて

命ずるものとする。 

４ 国土交通大臣は、補助金の返還を命じ、これを補助対象事業者が納期日までに納付しな

かったときは、適正化法第１９条第２項の規定に基づき、納期日の翌日から納付の日まで

の日数に応じて、その未納付額につき年１０.９５％の割合で計算した延滞金の納付を命ず

るものとする。 

５ 国土交通大臣は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、適正

化法第１９条第３項の規定に基づき、加算金又は延滞金の全部若しくは一部を免除するこ

とができるものとする。 

６ 本条の規定は、補助対象事業について交付すべき補助金の額の確定があった後において

も適用があるものとする。 

 

（補助金の返還命令） 

第１４１条 国土交通大臣は、補助対象事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合にお

いて、既にその額を超える補助金が交付されているときは、適正化法第１８条第２項の規

定に基づき、当該補助対象事業者にその額の返還を命じなければならない。 

 

（補助金の返還の期限） 

第１４２条 適正化法第１８条第１項及び第２項の規定による補助金の返還の期限について

は、同条第１項の場合にあっては、返還の命令がなされた日から２０日以内とし、同条第２

項の場合にあっては、返還の命令に付した日とする。 

 

（補助金の経理） 

第１４３条 補助対象事業者は、補助金について経理を明らかにする帳簿を作成し、補助対

象事業の完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（補助対象事業の検査等） 

第１４４条 国土交通大臣は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるとき

は、適正化法第２３条第１項の規定に基づき、補助対象事業者に対して報告をさせ、又は当

該職員にその事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関

係者に質問させることができる。 

２ 前項の職員は、様式第３２－１による立入検査等職員身分証票を携帯し、関係者の要求

があるときは、これを提示しなければならない。 

 

（情報管理及び秘密保持）  

第１４５条 補助対象事業者は、補助事業の遂行に際し知り得た第三者の情報については、

当該情報を提供する者の指示に従い、又は、特段の指示がないときは情報の性質に応じて、



法令を遵守し適正な管理をするものとし、補助事業の目的又は提供された目的以外に利用

してはならない。なお、情報のうち補助対象事業者から補助金の交付を受けた地方公共団

体及び民間事業者（以下この節において「間接補助事業者」という。）その他の第三者の秘

密情報（間接補助事業者が取得した研究成果、事業関係者の個人情報等を含むがこれらに

限定されない。）については、機密保持のために必要な措置を講ずるものとし、正当な理由

なしに開示、公表、漏えいしてはならない。  

２ 補助対象事業者は、補助事業の一部を第三者（以下この節において「履行補助者」とい

う。）に行わせる場合には、履行補助者にも本条の定めを遵守させなければならない。補助

対象事業者又は履行補助者の役員又は従業員による情報漏えい行為も補助対象事業者によ

る違反行為とみなす。  

３ 本条の規定は補助事業の完了後（廃止の承認を受けた場合を含む。）も有効とする。 

 

（暴力団排除に関する誓約） 

第１４６条 補助対象事業者は、別紙「暴力団排除に関する誓約事項」について補助金の交付

申請前に確認しなければならず、交付申請書の提出をもってこれに同意したものとする。 

 

（間接補助金交付の際付す条件） 

第１４７条 補助対象事業者は、間接補助事業者に補助金を交付するときは、第１２９条か

ら前条までに準ずる条件及び次の条件を付さなければならない。 

一 補助金の交付を受けた間接補助事業者が、当該事業によって取得し、又は効用を増加さ

せた財産（以下この条において「取得財産等」という。）のうち、取得価格又は効用の増

加価格が５０万円以上のものについて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交

換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ補助対象事業者

の承認を受けなければならないこと（国土交通大臣が別に定める財産の処分制限期間を

経過した場合を除く。）。 

二 補助対象事業者が、間接補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があると

認める場合には、その収入の全部又は一部を補助対象事業者に納付させることがあるこ

と。 

三 事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもっ

て管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければなら

ないこと。 

２ 補助対象事業者は、前項により付した条件に基づき承認又は指示をする場合は、あらか

じめ承認申請書を国土交通大臣に提出し、国土交通大臣の承認又は指示を受けなければな

らない。 

３ 補助対象事業者は、第１３６条第４項に準じて付した条件及び第１項第２号で付す条件

により間接補助事業者から補助対象事業者に財産処分による納付があったときは、当該補

助金に相当する額の全部又は一部を国に納付しなければならない。 

 

（補助金交付の際付す条件） 

第１４８条 補助対象事業者は、補助対象事業によって取得し、又は効用を増加させた財産

（以下この条において「取得財産等」という。）のうち、取得価格又は効用の増加価格が５

０万円以上のものについて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、担保に供し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ承認申請書を国土交通大臣に提

出し、その承認を受けなければならない（国土交通大臣が別に定める財産の処分制限期間

を経過した場合を除く。）。 

２ 補助対象事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、その

収入の全部又は一部を国に納付させることがある。 



３ 補助対象事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注

意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運用を図らなけれ

ばならない。 

 

（その他必要な事項） 

第１４９条 補助金の交付に関するその他必要な事項は、別に定める。 

 

第●編  特別な体験の提供等によるインバウンド消費の拡大・質向上推進事業 

 

（準用） 

第●条 第１２６条から第１４９条までの規定は、特別な体験の提供等によるインバウンド

消費の拡大・質向上推進事業を行う場合において準用する。 

  



別紙１の２ 

 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付を申請するに当たって、

また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたし

ます。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

も、異議は一切申し立てません。 

 

 

記 

 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人

等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、そ

の他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴

力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有し

ているとき。 

 

 


